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告   示 

◎新潟県告示第797号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により、都市計画

の図書の写しを次のとおり縦覧に供する。 

令和３年６月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 変更に係わる都市計画の種類 

 小千谷都市計画用途地域（小千谷市決定） 

２ 縦覧の場所 

 新潟県土木部都市局都市政策課 

 

◎新潟県告示第798号 

新潟県政府調達苦情検討委員会設置要綱（平成８年１月新潟県告示第210号）の一部を次のように改正する。 

令和３年６月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 
  
（目的） 

第１条 県の機関及び県が単独で設立する地方独立

行政法人が行う調達であって、地方公共団体の物

品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令

（平成７年政令第372号）第１条に規定する国際

約束の対象となる調達に関係する供給者の苦情に

ついて、政府調達に関する苦情の処理手続（平成

11年６月新潟県告示第1221号）に基づき、公平か

つ独立した立場から検討し、関係調達機関への提

案等を行うため、新潟県政府調達苦情検討委員会

（目的） 

第１条 県の機関及び県が単独で設立する地方独立

行政法人が行う調達であって、地方公共団体の物

品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令

（平成７年政令第372号）第１条に規定する1994

年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関

する協定（以下「協定」という｡)、2012年３月30

日ジュネーブで作成された政府調達に関する協定

を改正する議定書によって改正された協定、経済

上の連携に関する日本国と欧州連合との間の協定
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（以下「委員会」という｡)を置く。 その他の国際約束の対象となる調達に関係する供

給者の苦情について、政府調達に関する苦情の処

理手続（平成11年６月新潟県告示第1221号）に基

づき、公平かつ独立した立場から検討し、関係調

達機関への提案等を行うため、新潟県政府調達苦

情検討委員会（以下「委員会」という｡)を置く。 
  

 

◎新潟県告示第799号 

政府調達に関する苦情の処理手続（平成11年６月新潟県告示第1221号）の一部を次のように改正する。 

令和３年６月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 

  ２ 苦情の申立て 

(1) 供給者（調達機関が製品又はサービスの調達

を行った際に当該製品又はサービスの提供を行

った者及び行うことが可能であった者をいう。

以下同じ｡)は、地方公共団体の物品等又は特定

役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年

政令第372号）第１条に規定する国際約束（以

下「協定等」という｡)の規定に反する形で調達

が行われたと判断する場合には、委員会に対し、

書面により苦情を申し立てることができる。 

供給者が、協定等の違反があると考える場合

には、まず、当該調達を行った機関との間で協

議を行い、解決を求めることが奨励される。 

 

 

 

 

 

(2) （略） 

２ 苦情の申立て 

(1) 供給者（調達機関が製品又はサービスの調達

を行った際に当該製品又はサービスの提供を行

った者及び行うことが可能であった者をいう。

以下同じ｡)は、地方公共団体の物品等又は特定

役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年

政令第372号）第１条に規定する1994年４月15

日マラケシュで作成された政府調達に関する協

定、2012年３月30日ジュネーブで作成された政

府調達に関する協定を改正する議定書によって

改正された協定、経済上の連携に関する日本国

と欧州連合との間の協定その他の国際約束（以

下「協定等」という｡)の規定に反する形で調達

が行われたと判断する場合には、委員会に対し、

書面により苦情を申し立てることができる。 

供給者が、協定等の違反があると考える場合

には、まず、当該調達を行った機関との間で協

議を行い、解決を求めることが奨励される。 

(2) （略） 

   

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、タオル類賃貸借について、次のとおり一般競

争入札を行う。 

令和３年６月22日 

新潟県立中央病院長 長谷川 正樹 

１ 入札に付する事項 

(1) 件名 

  タオル類賃貸借一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期間 

  令和３年９月１日から令和６年８月31日まで 

(4) 納入場所 



第48号 新  潟  県  報 令和３年６月22日(火) 

3 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

  (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

  (2) 指名停止期間中の者でないこと。 

  (3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

  (4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

  (5) 新潟県暴力団排除条例第２条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

有する者でないこと。 

(6) 一般財団法人医療関連サービス振興会から医療関連サービスマークの認定を受けた洗濯工場を有する者で 

あること。 

(7) 200床以上の病床数を有する病院で当該業務を平成30年１月１日以降、12ヶ月以上継続して行った実績を有 

することを証明した者であること。 

  (8) 当該調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 内線2329 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 参加資格確認書類の提出期限 

  令和３年６月29日（火）午後５時15分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和３年７月６日（火）午前10時00分 

 新潟県立中央病院 講堂１ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札時に、契約希望金額を契約月数（36ヵ月）で除して得た金額に12を乗じて得た金額の100分の5に相当

する金額以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病

院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196条第３項第１号に該当する場合は免除する。 
(3) 契約保証金 

  契約を締結する者は、契約金額を契約月数（36ヵ月）で除して得た金額に12を乗じて得た金額の100分の10

以上の契約保証金を納付しなければならない。ただし、規程第186条第３項第１号に該当する場合は、免除す

る。 

(4) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき上記２に規定

する入札参加資格を証明する書類を、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 
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  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申し立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

  ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、公用車の購入について、次のとおり一般競争

入札を行う。 

令和３年６月22日 

新潟県立加茂病院長 秋山 修宏 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  公用車（小型乗用車（ステーションワゴン・ミニバンタイプ）又は普通乗用車（ステーションワゴン・ミ

ニバンタイプ） １台 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和３年８月31日（火） 

(4) 納入場所 

  新潟県立加茂病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額から、使用済自動車の再資源化に関する法律（平成14年

７月12日法律第87号）によるリサイクル料金等（以下「リサイクル料金等」という｡)を除いた金額の100分の

10に相当する額を加算した金額（当該金額に1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものと

する。以下「車両等価格」という｡)に、リサイクル料金等、自賠責保険料及び自動車重量税を加算した額を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった車両等価格の110分の100に相当する金額にリサイクル料金等を加算した金額を入札

書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「車両・船舶類」に登載されている者であること。 

(4) 応札物品が本調達物品の仕様に適合することが確認できた者であること。 

(5) 新潟県内に本社（本店）又は営業所等（支店、支社又は出張所等の名称は問わない｡)が所在する者である

こと。 

(6) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 959－1397 

  新潟県加茂市青海町１丁目９番１号 

  新潟県立加茂病院経営課 

  電話番号 0256－52－0701  

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 
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  令和３年６月29日（火）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和３年７月１日（木）午前10時00分 

 新潟県立加茂病院多目的ホール 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立加茂病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書を 

作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

  ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡) 

イ 詳細は入札説明書による。 

 

新潟県立病院臨床検査機器等に係る公募型プロポーザルの結果について（公告） 

新潟県立がんセンター新潟病院グループ臨床検査機器等に係る公募型プロポーザルについて、審査の結果、最

優秀提案者及び次点者を次のとおり特定したので公告する。 

令和３年６月22日 

新潟県病院事業管理者 藤山 育郎 

１ 最優秀提案者 

クロスウィルメディカル株式会社 

株式会社バイタルネット 

２ 次点者 

該当なし 

 

新潟県立病院臨床検査機器等に係る公募型プロポーザルの結果について（公告） 

新潟県立中央病院グループ臨床検査機器等に係る公募型プロポーザルについて、審査の結果、最優秀提案者及

び次点者を次のとおり特定したので公告する。 

令和３年６月22日 

新潟県病院事業管理者 藤山 育郎 

１ 最優秀提案者 

株式会社バイタルネット 

株式会社広川製作所 

２ 次点者 
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東邦薬品株式会社 
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